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研究成果の概要（和文）：複数の原告または被告が一つの訴訟手続に関与する訴訟（共同訴訟）のうち、原告全
員または被告全員に対して同じ内容の判決が言い渡されなければならない訴訟(必要的共同訴訟)において、民事
訴訟法40条1項が、「その１人の訴訟行為は、全員の利益においてのみその効力を生ずる」とするのは、複数の
原告または被告のうちの一部が、単独で訴訟対象全体について処分すること（と同様の効果を生じさせること）
を防止するためであることを、日本法およびドイツ法の沿革と両国法の比較により明らかにした。

研究成果の概要（英文）：If the subject matter of litigation is to be determined for all co-litigants
 only as a unified matter, procedural acts performed by one of them become valid only in the 
interests of all of the co-litigants(Article 40(1)Code of Civil Procedure). The purpose of the rule 
is to give the right to intervene in a procedural act of any other co-litigants, to one of the 
co-litigants.

研究分野：民事法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
必要的共同訴訟の手続規律について、日本
民事訴訟法４０条１項は「訴訟の目的が共同
訴訟人の全員について合一にのみ確定すべ
き場合には、その１人の訴訟行為は、全員の
利益においてのみその効力を生ずる。」と定
めている。 
伝統的な考え方によると、この規定は、必
要的共同訴訟における合一確定のための「連
合関係」または「チームワーク関係」から根
拠づけられるとされてきた（中野貞一郎「独
立当事者参加訴訟における二当事者間の和
解」『民事訴訟法の論点Ⅰ』（１９９４年、判
例タイムズ社）１８０頁）。この見解によれ
ば、必要的共同訴訟人は、合一確定のために、
互いに各人のミスを補い合う関係にあると
見ることになる。 
 これに対して、近時、類似必要的共同訴訟
を念頭に、民事訴訟法４０条１項の規律は、
独立当事者参加訴訟（民事訴訟法４７条）に
おける三当事者間の関係と同様に、必要的共
同訴訟人間の「牽制関係」から根拠づけられ
るとする見解が有力となっている（高田裕成
「いわゆる類似必要的共同訴訟関係におけ
る共同訴訟人の地位」新堂幸司先生古稀記念
論文集『民事訴訟法理論の新たな構築 上
巻』（２００１年、有斐閣）６４１頁）。この
見解によると、必要的共同訴訟人が他の共同
訴訟人による係争権利義務全体の処分行為
を防ぐことができるために、民事訴訟法４０
条１項が存在することになる。申請者も、共
有の対外的主張における固有必要的共同訴
訟において合一確定が必要とされる理由は、
係争権利（＝共有権）全体を共同訴訟人（＝
共有者）の一人によって処分することを防ぐ
ことにあると見るので（鶴田滋「固有必要的
共同訴訟の構造――共有の対外的主張を念
頭に――」井上治典先生追悼論文集『民事紛
争と手続理論の現在』(法律文化社、2008
年)326 頁～346 頁）、共有関係の対外的主張
の局面に限定してではあるが、固有必要的共
同訴訟における民事訴訟法４０条１項の規
律の意義も、必要的共同訴訟人間の牽制権の
保障にあると、当時から解していたといって
よいであろう。 
 このように、必要的共同訴訟人間の「牽制
関係」を重視するという本研究の着想自体は、
すでに有力に主張されており、研究開始当時
からそれほど目新しいものではなかったが、
従来の研究は、上記の着想から独自の解釈論
の可能性を提示したものにとどまり、日本法
の沿革やドイツ法系諸国の手続規律に関す
る沿革・現状について詳細に紹介したうえで
提示したものではなかった。そこで、本研究
の開始当初から、必要的共同訴訟の手続規律
を、共同訴訟人の牽制関係から理解する場合、
その根拠や具体的な規律を、歴史的・比較法
的考察により再検証する必要性が存在した。 
 
２．研究の目的 

以上の問題意識から、本研究は、合一確定
が必要な事件(必要的共同訴訟)においては、
どのような根拠から、どの程度、通常共同訴
訟における共同訴訟人独立の原則（民事訴訟
法３９条）を修正することができるのか（民
事訴訟法４０条）、という問題を扱った。 

 
３．研究の方法 
必要的共同訴訟の手続を規律する民事訴
訟法４０条１項のように、ある条文の規律目
的から争いが生じている場合には、その条文
の沿革を探ることにより規律目的・射程を明
確にし、議論の前提を精緻化する研究手法が
非常に有効である。そこで、本研究では、民
事訴訟法４０条１項をはじめとする必要的
共同訴訟の手続規律に関する規定の沿革を
明らかにすることを目的とする。さらに、日
本法の沿革を知るだけでなく、日本法が継受
した時代の外国法をより深く理解するため
に、その国の法の沿革や現状を理解すること
も目的とする。 
なお、申請者は、これまで、固有必要的共
同訴訟を念頭に、どのような事件においてな
ぜ共同訴訟人全員が当事者とならなければ
ならないのか（共同訴訟の必要性の範囲・根
拠）、さらに共同訴訟が必要な事件において
はなぜ合一確定も必要となるのか（共同訴訟
の必要性と合一確定の必要性との関係・民事
訴訟法４０条 1項参照）について、歴史的・
比較法的研究をしてきた。このため、これら
の研究成果を踏まえて、上記の歴史的・比較
法的考察を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究の結果、得られた成果は次の 3点に
分類することができる。 
(1) 固有必要的共同訴訟における手続規律目
的について 
 2016 年 4 月に、「固有必要的共同訴訟にお
ける実体適格と訴訟追行権」と題する論文を、
松本博之先生古稀祝賀論文集『民事手続法制
の展開と手続原則』(弘文堂)に掲載した。 
 この論文では、固有必要的共同訴訟におい
て、共同訴訟人になるべき者の一部が共同訴
訟人にならなかった場合に、その訴えは、訴
訟追行権を欠くために不適法として却下さ
れるのか、それとも請求に理由がないとして
棄却されるのかという問題を扱った。 
 固有必要的共同訴訟においては、複数の共
同訴訟人が共同して訴訟追行権を有するの
で、上記の問題を検討するためには、まず、
訴訟追行権概念の内容を明らかにする必要
がある。ところが、日本においては、母法国
ドイツとは異なり、訴訟追行権と類似する概
念である実体適格との区別が充分に行われ
ていなかった。そこで、ドイツにおいて、訴
訟追行権概念が実体適格概念から分離独立
する過程を明らかにすることを通じて、訴訟
追行権概念の内容を明確にし、その結果を、
固有必要的共同訴訟における実体適格と訴



訟追行権の問題に当てはめた。 
 考察の結果、次の点が明らかとなった。訴
訟追行権は、係争権利義務についての裁判上
の主張権能であると定義され、これは訴訟要
件の問題である。また、訴訟追行権は、訴訟
当事者として本案について有利にも不利に
も訴訟行為をすることができることを意味
するため、その基礎は、係争権利義務につい
ての実体法上の処分権能にある。したがって、
訴訟当事者が、自らが係争権利義務の主体で
あると主張すれば原則として訴訟追行権を
得るのは、当該権利義務の処分権能を有する
のは通常のその権利義務の帰属主体である
からである。 
 以上のことを固有必要的共同訴訟の場合
に当てはめると、次の通りとなる。すなわち、
共同権利者が共同の権利を共同して処分す
べき実体法上の準則があることを前提に、共
同権利者全員が共同の権利を訴訟上主張す
る場合には、原則として、共同権利者全員に
共同して訴訟追行権が帰属する。 
 さらに、ある者が訴訟追行権を有すること
は、その者が自らの訴訟行為により訴訟対象
を処分することと同じ結果をもたらしうる
ことを意味するため、複数の者が共同で訴訟
追行権を有する場合には、それらの者の一部
が単独で訴訟対象を処分するのと同じ結果
をもたらさないように、各々の訴訟追行権が
互いに未然に制約されなければならない。こ
れが固有必要的共同訴訟における手続規律
目的であることを明らかにした。 
 もっとも、この論文では、この規律目的を
手続規律として具体化することはできなか
った。この点については、今後、固有必要的
共同訴訟における訴えの一部取下げと脱退
に関する歴史的・比較法的研究において明ら
かにする予定である。 
 
(2) 類似必要的共同訴訟における手続規律目
的について 
 2017 年 3 月に、「複数の株主による責任追
及訴訟における必要的共同訴訟の根拠」と題
する論文を、立命館法学 369・370 号(生熊長
幸教授・加波眞一教授・二宮周平教授退職記
念論文集)に掲載した。 
 この論文では、複数の株主による責任追及
訴訟においては、類似必要的共同訴訟が成立
すると解するのが判例および通説であるが、
その根拠について争いがあるため、ドイツの
責任追及訴訟における既判力の人的拡張に
関する議論を手がかりに、この問題について
の私見を提示した。 
 日本法に関する結論は次の通りである。ま
ず、株主による責任追及訴訟に対する判決の
既判力が会社に拡張されることは、民事訴訟
法 115 条 1項 2号により導き出される。この
実質的な根拠は、選定当事者の場合のように、
訴訟担当者が権利義務主体から訴訟追行権
のみならず実体法上の処分権能をも授与さ
れていることにある。この場合に、権利義務

帰属主体が同一訴訟対象についての再訴を
提起できるとすると、同一紛争の蒸し返しが
生じるからである。もっとも、株主は、訴訟
の対象となる会社の権利について実体法上
の処分権能まで有していないので、株主によ
る責任追及訴訟についての会社に対する手
続保障が果たされることが、会社への既判力
拡張根拠を補完する。 
 次に、会社による責任追及訴訟に対する判
決の既判力が株主に拡張されることは、民事
訴訟法 115条 1項 2号の類推により認められ
る。なぜなら、被担当者が自らに処分権能の
ある自らの権利について訴訟を追行した以
上、訴訟担当者が同一の権利について再訴を
提起できるとすると、同一紛争の蒸し返しが
生じ、この利益状況は、民事訴訟法 115 条 1
項 2号が適用される典型例と類似するからで
ある。もっとも、責任追及訴訟を追行する会
社は、自己の権利について訴訟追行するにも
かかわらず、株主との関係で排他的な訴訟追
行権を有するわけではないので、会社法 849
条 5項に基づく株主への公告・通知が、株主
への既判力拡張根拠を補完する。 
 以上から、株主による責任追及訴訟に対す
る判決の既判力が他の株主に拡張されるこ
とも、株主に対する判決の会社への既判力拡
張（民事訴訟法 115 条 1項 2号）と、会社に
対する判決の株主への既判力拡張（同号の類
推）の両者を根拠として、解釈論上可能であ
る。 
したがって、複数の株主が共同して責任追
及の訴えを提起した場合には、一方の株主が
単独で自己の請求の処分行為をすることが
可能であるならば、この株主に対する請求棄
却判決の既判力が他の株主に拡張されるこ
ととなり、後者の株主に不利益が生じる。こ
の不利益を事前に回避するために、前者の株
主による請求の処分行為の効力が生じない
とすることが、類似必要的共同訴訟における
手続規律目的となる。 
もっとも、この論文では、この規律目的を
手続規律として具体化することはできなか
った。この点については、今後、類似必要的
共同訴訟における共同訴訟人の一部による
上訴に関する歴史的・比較法的研究において
明らかにする予定である。 
 
(3) 片面的独立当事者参加訴訟における手続
規律目的について 
 2017 年 2 月に、「片面的独立当事者参加の
訴訟構造」と題する論文を、徳田和幸先生古
稀祝賀論文集『民事手続法の現代的課題と理
論的解明』（弘文堂）に掲載した。 
 この論文では、第三者が、係属中の訴訟の
当事者の一方に対してのみ独立当事者参加
をする場合、すなわち、片面的独立当事者参
加の場合の訴訟構造はいかなるものである
べきかについて、独立当事者参加の規定が創
設された大正 15 年民事訴訟法の立法過程を
参照しながら論じた。 



 考察の結果、明らかにしたのは次の通りで
ある。まず、片面的独立当事者参加において
は、係属中の訴訟の既判力が第三者に及ばな
い場合であっても、その請求認容判決により
事実上の不利益を受けることを防止するた
めに、第三者は、係属中の訴訟に当事者参加
をして、被告の請求についての処分行為に牽
制権を行使することができる。 
 しかし、この場合に第三者が牽制権を行使
し、原告の請求を棄却に導いたとしても、そ
の判決の効力は第三者に拡張されないため、
第三者の牽制権行使による結果が、利害対立
のある原告との関係では既判力により確定
されないことになる。第三者が牽制権を行使
したにもかかわらず、原告の請求が認容され
た場合も同様である。この事態を防ぐために、
第三者は、参加申出の際に、原告に対して、
係属中の訴訟において原告が主張する権利
が存在するならばその実体法的論理関係に
より存在しないこととなる自己の権利に関
する請求を定立しなければならない。 
 この場合における片面的独立当事者参加
の訴訟構造は、被告と第三者との必要的共同
訴訟となる。ただし、第三者が被告に対して
一方的に牽制権を有し、その限りで合一確定
が求められる片面的な必要的共同訴訟とな
る。たとえば、被告は、自己の請求について
単独で訴訟処分行為をすることは、合一確定
の必要性のために許されない。これに対して、
第三者は、自己の請求について単独で処分行
為をすることはできる。この場合、たとえば
第三者が請求の放棄をすれば、第三者と原告
の間の訴訟のみが終了し、その内容が、その
後言い渡された原告・被告間の訴訟の結果と
矛盾してもよい。 
 以上のように、この論文では、必要的共同
訴訟の手続規律目的が各共同訴訟人に対す
る牽制権の保障にあることを前提としつつ、
この規律が片面的独立当事者参加訴訟にも、
この訴訟の目的に合致する限りで準用され
ることを明らかにした。 
 もっとも、この論文では、片面的独立当事
者参加訴訟の発生原因の一つとなる参加承
継における承継人の手続上の地位について
触れることができなかった。この点について
は、今後明らかにする予定である。 
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